（Ｈ22年8月）

· 最低賃金と生活保護費のしくみを知っていますか？
毎年10月頃に改定される最低賃金ですが、決定までの流れは以下のようになっています。

まず、厚生労働省の諮問機関である「中央最低賃金審議会」（労働者代表、使用者代表、公益代表、各同数の委員による審議会）により引き上げの目安額が決定され、その目安額を参考に都道府県の「地方最低賃金審議会」（委員構成は中央と同じ）で審議し、都道府県労働局長が決定します。ただし、目安額には強制力はなく、各地域の平均的な労働者の生活費や賃金、企業の支払い能力などを勘案して決定してよいことになっています。
このほど、中央最低賃金審議会によって今年度の最低賃金の引き上げ目安額が決定されました。注目すべきは、今回の改定によって、最低賃金が生活保護費（時給換算した額）を下回っている12都道府県（北海道、青森、宮城、秋田、埼玉、千葉、東京、神奈川、京都、大阪、兵庫、広島）でその逆転現象が解消されるか？というところでしたが、解消が見込めるのは４県（青森、秋田、埼玉、千葉）に留まっています。ちなみに、神奈川の最低賃金は現在789円ですが、今回の引き上げ目安額30円がそのままアップされたとしてもまだ17円生活保護費を下回り、その解消には至らないこととなります。労働者の立場から見ると、勤労意欲を阻害するこの逆転現象の早急な是正が望まれるところです。
さて、最低賃金が使用者側の事情からなかなか上がらない現状の一方、「生活保護費」とはどのように決定されているのか？という素朴な疑問が生じてきます。
生活保護の仕組みは、大雑把にいえば厚生労働大臣が定めた基準（最低生活費）に満たない世帯収入（世帯全体が得る、働きによる収入、各種の年金や手当、親族からの仕送り、その他預貯金、保険金、財産を処分して得た収入など）の場合に、その差額が生活保護費として支給されるというものです。ただし、生活保護を受けるための要件として、以下の要件をすべて満たさなければなりません。
1 働ける状態にある場合はまず働くこと
2 夫婦、親、兄弟などの扶養義務者の扶養をまず受けること

3 土地や家、預貯金、自動車などの資産はすべて最低生活維持のために処分するなどして活用すること

4 各種の年金・手当など、他の法律や施策が受けられる場合はまずそれらを活用すること

具体的な金額は、住んでいる地域や世帯構成（年齢や人数）によって異なりますが、一例として、平塚市に居住の40歳（性別不問）一人暮らしの場合、住宅扶助を含めると月額125,940円となります。しかし、これに加えて、世帯構成によっては各種の加算があることや、各種税金の減免、国民年金保険料の免除などの措置がありますので、かなり手厚い保護といえるかもしれません。　（工藤克己）
